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１・消防団とは！ 

 ＊それぞれ生業を持ちながら 

  「自らのまちは自らで守る」との、郷土愛護の精神に基づき 

  消防活動を行う権限と責任を有する非常勤特別職の地方公務員 

 ＊全国ほとんど全ての市町村に設置される 

 ＊団員定数は市町村条例による 

 ＊団員の任命権は市町村長が持つ 

 ＊出動手当・年報酬・退職報奨金有り 

 ＊組織は団本部を頂点とし、団員は団長以下７階級 

 ＊常備消防（常備化率：９７・８％  約１５万７千人）と 

  自主防災組織（約３６００万人）の連携役として 

  地域防災の中核を担う存在である 

 

２・消防団のルーツ 

１） 江戸時代の「町火消し」の伝統を汲む 

８代将軍吉宗の時代に、町奉行・大岡越前の守忠相が設置 

 

２） 今年は、女性消防団員誕生１００周年 

明治４３年 山形県酒田市飛島に「婦人火防組」設立 

漁業に従事し不在がちの男性に代わる防災の担い手として活動 

 

３） 自治体消防の誕生 

＊昭和２２年４月・・警防団の廃止 

＊昭和２３年３月・・消防組織法の施行により現在の姿に 

 

３・消防団の特性 

１） 地域密着性・・・・・・団員は管轄区内に居住または勤務 

２） 要員動員力・・・・・・消防団員数は消防職員数の約６倍 

３） 災害への即時対応力・・日ごろからの教育訓練 

 

 

 

 



４・消防団への期待の拡大 

 

１） 予想される大規模災害への対応 

   今後３０年間に発生が予想される大地震の確率 

     ＊宮城県沖地震 ・・・・・・９９％ Ｍ７・５ 

     ＊三陸沖北部地震・・・・・・９０％ Ｍ８・１ 

     ＊茨城県沖地震・・・・・・・９０％ Ｍ６・８ 

     ＊東海地震・・・・・・・・・８７％ Ｍ８ 

     ＊首都直下地震・・・・・・・７０％ Ｍ７・２ 

     ＊東南海地震・・・・・・・・６０％ Ｍ８・１ 

     ＊南海地震・・・・・・・・・５０％ Ｍ８・４ 

     ＊根室沖地震・・・・・・・・４０％ Ｍ７・９ 

 

 

２） 多発する自然災害等 多様化・複雑化する災害への対応 

  

３）永遠の課題「火の用心」への対応 

 

４）予防・啓発活動の充実 

  ＊防げる災害は発生させない 

  ＊災害が発生しても、被害を最小限に食い止める 

 

５）応急手当法の普及 

 

６）有事における国民保護への対応 

   

７）災害を風化させない ～次代へと語り継ぐ～ 

 

８）まちの伝統を担う ～さまざまな行事・イベントへの参加～ 

 

９）未来を担う人材の育成 

 

１０）さまざまな人や組織との連携 

 

 



５・消防団の課題 

１） 団員数の減少・・・・・・・ピーク時の半分以下 

 

２）サラリーマン団員の増加・・・いまや団員の７割が被雇用者 

            （昭和４０年と比べ約４割も増加） 

 

３）団員の高齢化・・・・・・平均年齢３８・３歳 

              （昭和５０年と比べ５・０歳も高齢化） 

 



６・平成２２年現在の消防団員数 （速報値） 

１） 全国消防団数・・・・・・・・・２２７５団 

２） 消防分団数・・・・・・・・・・２２，７７２分団 

３） 消防団員数・・・・・・・・・・８８３，７１０人                

                  （前年度より１，６８４人減少） 

４） 女性団員採用団・・・・・・・・１,１５５団 

５） 女性消防団員数・・・・・・・・１９，１０３人                  

                  （前年度より１，２２４人増加） 

６） 学生（含 専門学校生）団員数・１，８２１人 

                  （昨年度より３０６人増加） 

 

７・課題克服に向けてのさまざまな取り組み 

１） 誰もが消防団に参加しやすい環境づくり 

  ⇒「機能別団員・分団制度」の導入 （Ｈ１７～） 

＊基本的な分団・・・全ての活動に参加する団員で構成 

＊機能別分団・・・特定の活動を実施する分団 

   ＜例＞・・・予防広報分団 

         大規模災害分団 

 

２） 企業と消防団殿連携強化 

  ⇒「消防団協力事業所表示制度」の導入 （Ｈ１８～） 

 



＜協力事業所の協力例＞ 

＊従業員が消防団員として、相当数入団 

＊勤務時間中の消防団活動に便宜 

＊災害時に住機・資機材等を消防団に提供 

＊従業員による機能別分団等を設置  など 

     事業所の特性を活かした理解と協力 

 

「消防団協力事業所」を支援するため、税制上の特例措置や 

入札参加資格に係る特例措置等を導入する団体もみられる 

 

         

３）団員募集の 

広報 

   ⇒「消防団員入団促進キャンペーン」 （Ｈ１８～） 

 

 

 

 

 



４） 消防団員アドバイザー派遣制度 （Ｈ１９～） 

        ＊ 現役の消防団長、消防団長経験者、消防職員等知識と経験を有する 

           者を都道府県が推薦し、消防庁長官が委嘱 

     ＊平成２１年度からは１２人の女性アドバイザーも設置 

     ＊会議・研修会などにおいて情報提供や、地域の実情に応じた 

      団員確保策などを、体験を通じきめ細かくアドバイス 

    

５） 幅広い人材の確保 

①� 女性団員の確保 

②� 学生団員の確保 

 

６）未来を担う人材の育成 

①防災教育の充実 

②少年消防クラブの育成と支援 

 

７）地域の理解と協力 

 

  地域の発展は、地域の安全に裏打ちされている！ 

 


